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中野区住宅宿泊事業の適正な実施の確保に関する条例新旧対照表

改正案 現行

第１条～第６条 （略） 第１条～第６条 （略）

（周辺住民に対する周知及び説明会の開催） （周辺住民に対する周知及び説明会の開催）

第７条 住宅宿泊事業を営もうとする者は、法第３

条第１項の届出をする前に当該住宅宿泊事業を

営もうとする住宅の周辺住民に対し当該住宅宿

泊事業の内容を周知しなければならない。

第７条 制限区域において住宅宿泊事業を営もう

とする者は、法第３条第１項の届出をする前に当

該住宅宿泊事業を営もうとする住宅の周辺住民

に対し当該住宅宿泊事業の内容を周知しなけれ

ばならない。

２ （略） ２ （略）

第８条～第１５条 （略） 第８条～第１５条 （略）

附 則 （略） 附 則 （略）

附 則

（施行期日）

１ この条例は、令和３年４月１日（以下「施行日」

という。）から施行する。ただし、附則第３項の

規定は、公布の日から施行する。

（経過措置）

２ 改正後の第７条第１項の規定は、施行日以後に

行う住宅宿泊事業法（平成２９年法律第６５号）

第３条第１項の届出について適用し、施行日前に

行う同項の届出については、なお従前の例によ

る。

（準備行為）

３ 施行日以後に住宅宿泊事業法第３条第１項の

届出をしようとする者で中野区住宅宿泊事業の

適性な実施の確保に関する条例第６条第１項に

規定する制限区域以外の用途地域において住宅

宿泊事業を実施しようとするものは、施行日前に

おいても、改正後の第７条第１項の規定の例によ

り同項に規定する周辺住民に対する周知を行う

ことができる。


